
（別添） 
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〇 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱（平成30年３月30日付け29林政政第893号農林水産事務次官依命通知）一部改正等新

旧対照表 

   （下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

 （対策の内容） 

第３ （略） 

 ２ 本対策は、次に掲げる対策により構成されるものとする。 

（１） （略） 

 （対策の内容） 

第３ （略） 

 ２ 本対策は、次に掲げる対策により構成されるものとする。 

（１） （略） 

（２）林業デジタル・イノベーション総合対策 

① 戦略的技術開発・実証事業 

② 森林資源デジタル管理推進対策 

③ デジタル林業戦略拠点構築推進事業 

（新設） 

（削る。） 

（３）建築用木材供給・利用強化対策 

① 森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

② ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業 

（２）木材の安定供給・利用拡大対策 

① 建築用木材供給・利用強化対策 

ア 森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

イ ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業 

（４）木材需要の創出・輸出力強化対策 

① 非住宅建築物等木材利用促進事業 

② 木質バイオマス利用環境整備事業 

③ 木材製品輸出拡大実行戦略推進事業 

④ 「クリーンウッド」実施支援事業 

⑤ ウッド・チェンジ拡大促進支援事業 

⑥ 特用林産物の国際競争力強化・生産性向上対策事業 

② 木材需要の創出・輸出力強化対策 

ア 非住宅建築物等木材利用促進事業 

イ 「地域内エコシステム」展開支援事業 

ウ 木材製品輸出拡大実行戦略推進事業 

エ 「クリーンウッド」実施支援事業 

（新設） 

オ 国産特用林産物の国際競争力強化・生産性向上対策事業 

（５）森林・林業担い手育成総合対策 

① 森林・林業担い手育成対策 

② 林業労働安全強化対策 

 （新設） 

（６） （略）  （３） （略） 

（削る。）  （４）カーボンニュートラル実現に向けた国民運動展開対策 

① 国民参加の植樹等の推進 

ア 国民参加による植樹等の推進対策 

イ 全国規模の緑化運動の促進 

② 「木づかい運動」の促進 

（７） （略）  （５） （略） 

（８）森林・山村地域振興対策 

① 森林・山村多面的機能発揮対策交付金 

 （新設） 
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② 森林・山村多面的機能発揮対策推進交付金 

③ 国民参加の植樹等の推進 

（９）花粉の少ない森林への転換促進対策 

① 効果的な花粉発生源対策の実施に向けた普及及び調査 

② スギ雄花花芽調査等の推進 

 （新設） 

３・４ （略） ３・４ （略） 

 

 （流用の禁止） 

第４ 別表１の区分の欄に掲げるⅠからⅨまでの事業に係る経費の相互間

における流用をしてはならない。また、Ⅰの１から３までの事業に係

る経費の相互間における流用をしてはならない。 

 （流用の禁止） 

第４ 別表１の区分の欄に掲げるⅠからⅤまでの事業に係る経費の相互間

における流用をしてはならない。また、Ⅰの１から３までの事業に係

る経費の相互間における流用をしてはならない。 
 

（契約等） 

第９ 民間団体等は、補助事業等の一部を第三者に委託する場合は、大臣

等にあらかじめ届け出なければならない。ただし、別表１の区分の欄

に掲げるⅤの事業において委託する場合は、委託後、遅滞なく届け出

ることをもって足りる。 

 ２・３ （略） 

 

（契約等） 

第９ 民間団体等は、補助事業等の一部を第三者に委託する場合は、大臣

等にあらかじめ届け出なければならない。 

 

 

 ２・３ （略） 

 （実績報告） 

第 16 交付規則第６条第１項の別に定める実績報告書は、別記様式第７号

のとおりとし、補助事業者等は補助事業等が完了したとき（第 11第１

項による廃止の承認があったときを含む。以下同じ。）は、その日から

１月を経過した日又は翌年度の４月 10 日のいずれか早い日（地方公

共団体に対し補助金等の全額が前金払又は概算払により交付された

場合にあっては翌年度の６月 10 日、別表１の区分の欄に掲げるⅤの

１の（１）及び（５）の事業にあっては翌年度の６月 30日）までに、

実績報告書を大臣等に提出しなければならない。  
 ２・３ （略） 

 

 （実績報告） 

第 16 交付規則第６条第１項の別に定める実績報告書は、別記様式第７号

のとおりとし、補助事業者等は補助事業等が完了したとき（第 11第１

項による廃止の承認があったときを含む。以下同じ。）は、その日から

１月を経過した日又は翌年度の４月 10 日のいずれか早い日（地方公

共団体に対し補助金等の全額が前金払又は概算払により交付された

場合は、翌年度の６月 10日までに、実績報告書を大臣等に提出しなけ

ればならない。  
 

 ２・３ （略） 

 （間接補助金等交付の際付すべき条件） 

第 28 補助事業者等は、間接補助事業者等に補助金等を交付するときは、

（５）に規定する誓約書の提出を確認した上で、本要綱の規定に準ず

る条件並びに次の（１）～（４）に掲げる条件を付さなければならな

 （間接補助金等交付の際付すべき条件） 

第 28 補助事業者等は、間接補助事業者等に補助金等を交付するときは、

（５）に規定する誓約書の提出を確認した上で、本要綱の規定に準ず

る条件並びに次の（１）～（４）に掲げる条件を付さなければならな
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い。 

 （１）～（３） （略） 

 （４） 別表１の区分の欄に掲げるⅠの１の事業においては、間接補助

事業者等は、森林関係法令への違反等その行為態様や社会的影響

等を勘案して不適切だと判断される行為を行ってはならない。 

 （５） （略） 

 ２～７ （略） 

 

い。 

 （１）～（３） （略） 

 （４） 補助金等により財産を取得した間接補助事業者等は、森林関係

法令への違反等その行為態様や社会的影響等を勘案して不適切だ

と判断される行為を行ってはならない。 

 （５） （略） 

 ２～７ （略） 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第 29 補助事業者等は、第５第１項の規定による交付の申請、第８の規定

による申請の取下げ、第９第１項の規定による委託の届出、第 11第１

項の規定による計画変更、中止又は廃止の申請、第 13の規定による事

業遅延の報告、第 14の規定による状況報告、第 15の規定による概算

払請求、第 16第１項の規定による実績報告、第 16第３項の規定によ

る消費税等仕入控除税額の確定に伴う報告及び第 22 第４項の規定に

よる財産の処分の承認申請（以下「交付申請等」という。）については、

当該各規定の定めにかかわらず、農林水産省又は経済産業省が提供す

る補助金申請システム（以下「システム」という。）を使用する方法に

より行うことができる。ただし、システムを使用する方法により交付

申請等を行う場合において、本要綱に基づき当該交付申請等に添付す

べきとされている書面について、当該書面等の一部又は全部を書面に

より提出することを妨げない。 

 ２～４ （略） 

（電子情報処理組織による申請等） 

第 29 補助事業者等は、第５第１項の規定による交付の申請、第８の規定

による申請の取下げ、第 11第１項の規定による計画変更、中止又は廃

止の申請、第 13の規定による事業遅延の報告、第 14の規定による状

況報告、第 15の規定による概算払請求、第 16第１項の規定による実

績報告、第 16 第３項の規定による消費税等仕入控除税額の確定に伴

う報告及び第 22第４項の規定による財産の処分の承認申請（以下「交

付申請等」という。）については、当該各規定の定めにかかわらず、農

林水産省又は経済産業省が提供する補助金申請システム（以下「シス

テム」という。）を使用する方法により行うことができる。ただし、シ

ステムを使用する方法により交付申請等を行う場合において、本要綱

に基づき当該交付申請等に添付すべきとされている書面について、当

該書面等の一部又は全部を書面により提出することを妨げない。 

  

２～４ （略） 

 
別表１ 

区  分 経  費 
事業 

実施主体 

補助率等 重要な変更 
事業遂行状況 

報告書 

国 
補助事

業者等 

経費の

配分の

変更 

事業内

容の変

更 

作成 

時点 

提出 

時点 

Ⅰ 林業・木材

産業循環成長

対策 

１･２（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

３ 優良種苗

生産推進対

策 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）指定採

取 源 の

 優良な形質をもった種

穂の採取地を新たに指定

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

別表１ 

区  分 経  費 
事業 

実施主体 

補助率等 重要な変更 
事業遂行状況 

報告書 

国 
補助事

業者等 

経費の

配分の

変更 

事業内

容の変

更 

作成 

時点 

提出 

時点 

Ⅰ 林業・木材

産業循環成長

対策 

１･２（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

３ 優良種苗

生産推進対

策 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）指定採

取 源 の

 花粉症対策品種等の種

穂の採取地を新たに指定

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 
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拡大 

 

採取源に指定するために

実施する遺伝子調査等に

要する経費 

 本経費の取扱いについ

ては、林業関係事業補助

金等交付要綱（昭和 47 年

８月 11 日付け 47 林野政

第 640 号農林水産事務次

官依命通知。以下「林業関

係交付要綱」という。）に

よる。 

（２）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（削る。） （削る。） 

 

 

 

 

 

       

 （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 （削る。） 

 

(削る。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

（削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

拡大 

 

採取源に指定するために

実施する遺伝子調査等に

要する経費 

 本経費の取扱いについ

ては、林業関係事業補助

金等交付要綱（昭和 47 年

８月 11 日付け 47 林野政

第 640 号農林水産事務次

官依命通知。以下「林業関

係交付要綱」という。）に

よる。 

（２）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（３）採種園

等 の 造

成・改良

等 

１及び２に掲げる事業

内容に応じ、それぞれ１

及び２に定める経費 

本経費の取扱いについて

は、林業関係交付要綱に

よる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 採種園等の造成・改

良・機能向上 

特定母樹等による

採種園等の造成、改良

及び機能向上に要す

る経費 

 

都道府県、

都 道 府 県

知 事 が 事

業 実 施 主

体 と し て

認 め る 市

町村、地方

独 立 行 政

法人、認定

特 定 増 殖

事業者、事

業 協 同 組

合、事業協

同 組 合 連

合会、農業

協同組合、

農 業 協 同

組 合 連 合

会、森林組

合等、農事

組 合 法 人

等 

林業関

係交付

要綱に

よる。 

同左 同左 同左 同左 同左 

 ２ 原種増殖施設等の整

備 

特定母樹等の採種

園等の造成に必要な

原種苗木の増殖や効

率的に種穂の採取を

行うことができる施

設等の整備に要する

経費 

 

都道府県、

都 道 府 県

知 事 が 事

業 実 施 主

体 と し て

認 め る 市

町村、地方

独 立 行 政

法人、認定

特 定 増 殖

事業者等 

 林業

関係交

付要綱

に よ

る。 

同左 同左 同左 同左 同左 

（４）採種園  採種園等の造成・改良 民 間 団 体 定額 － 経費の 経費の 交付決 交付決
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（削る。） （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

（３）花粉の

少 な い

苗 木 の

円 滑 な

生 産 支

援 

 

花粉の少ない苗木の円

滑な生産支援に必要な次

の経費 

１ ヒノキ花粉症対策品

種のミニチュア採種園

の管理技術に係る調査

及び指導に要する経費 

２ 報告書作成に要する

経費 

民 間 団 体

等 

定額 － 

 

 

 

 

 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

るそれ

ぞれの

経費の

間 の

30% を

超える

増減 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31

日現在 

 

交付決

定のあ

った年

度の１

月 31

日まで 

 

（４）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

Ⅱ 林業デジタ

ル・イノベー

ション総合対

策 

１ 戦略的技

術開発・実証

事業 

        

（１）機械・ 伐倒・集材・運材や造林 民 間 団 体 定額 － 経費の 経費の 交付決 交付決

等 の 造

成・改良

等 モ デ

ル 的 な

取組 

 

 

 

等モデル的な取組を行う

のに要する次の経費 

１ 施設型モデル採種園

の 整 備 に 要 す る 経  

費 

２ 多様な森林の整備に

資する早生樹や広葉樹

の採種園の整備等に要

する経費 

等  

 

 

 

 

 

 

 

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間 の

30％を

超える

増減 

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

 

定のあ

った年

度の 12

月 31

日現在 

 

定のあ

った年

度の１

月 31

日まで 

 

（５）山取り

採 穂 の

推進 

 特定苗木を植栽した造

林地を穂木の採取源にす

るために必要な調査、植

栽区域の明示、標識の設

置等に要する経費 

 本経費の取扱いについ

ては、林業関係交付要綱

による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県、

都 道 府 県

知 事 が 事

業 実 施 主

体 と し て

認 め る 市

町村、森林

所有者、地

方 独 立 行

政法人、認

定 特 定 増

殖事業者、

事 業 協 同

組合、事業

協 同 組 合

連合会、農

業 協 同 組

合、農業協

同 組 合 連

合会、森林

組合等、農

事 組 合 法

人等 

林業関

係交付

要綱に

よる。 

同左 同左 同左 同左 同左 

（新設） （新設） （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（６）（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（新設） 

 

 

 

 （新設） 

 

 

        

（新設）  （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 
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新 技 術

の開発・

実証 

作業の自動化・遠隔操作

化等に向けた林業機械の

開発・実証、森林内での利

用可能性のある新たな通

信技術の実証、保安基準

へ適合させるための林業

機械の改良、高出力のホ

イール型林業機械の開

発・改良に要する次の経

費 

１ 開発・実証に係る事

業経費 

（１）機械・新技術の開

発・実証に係る経費 

（２）試作品等の製造、性

能評価、実証試験に

係る経費 

（３）各種調査に係る経

費 

２ 開発・実証に係る事

務関連経費 

（１）検討委員会の設置・

開催に係る経費 

（２）普及啓発・成果発表

に係る経費 

（３）事業報告書の作成

に係る経費 

等  欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間 の

30％を

超える

増減 

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

定のあ

った年

度の12

月31日 

現在 

定のあ

った年

度の１

月31日 

まで 

（２）ソフト

ウ ェ ア

等 の 開

発・実証 

林業機械の自動化・遠

隔操作化をサポートする

ソフトウェアやシステム

の開発・実証、森林作業の

安全性・生産性向上に資

するソフトウェアの開

発・実証に要する次の経

費 

１ 開発・実証に係る事

業経費 

（１）ソフトウェア等の

開発・実証に係る経

費 

（２）試作品等の製造、性

能評価、実証試験に

係る経費 

（３）各種調査に係る経

費 

２ 開発・実証に係る事

務関連経費 

（１）検討委員会の設置・

開催に係る経費 

（２）普及啓発・成果発表

に係る経費 

（３）事業報告書の作成

民 間 団 体

等 

定額 － 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間 の

30％を

超える

増減 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 
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に係る経費 

（３）木質系

新 素 材

の開発・

実証 

化石資源由来プラスチ

ックの代替や温室効果ガ

ス排出抑制等に向けた木

質バイオマス等を用いた

木質系新素材の開発・実

証、地域の経済循環に向

けた木質系新素材を活用

した原料調達から市場展

開までのビジネスモデル

の構築に要する次の経費 

１ 開発・実証に係る事

業経費 

（１）木質系新素材の開

発・実証に係る経費 

（２）試作品等の製造、性

能評価、実証試験に

係る経費 

（３）各種調査に係る経

費 

２ 開発・実証に係る事

務関連経費 

（１）検討委員会の設置・

開催に係る経費 

（２）普及啓発・成果発表

に係る経費 

（３）事業報告書の作成

に係る経費 

民 間 団 体

等 

定額 － 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間 の

30％を

超える

増減 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日 

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日 

まで 

（４）先進的

林 業 機

械 の 実 

証 

先進的林業機械の事業

規模での実証、現場の実

情に応じた改良に要する

次の経費 

１ 実証に係る事業経費 

（１）先進的林業機械の

実証に係る経費 

（２）導入する先進的林

業機械の性能試験・

評価に係る経費 

（３）各種調査に係る経

費 

２ 実証に係る事務関連

経費 

（１）検討委員会の設置・

開催に係る経費 

（２）普及啓発・成果発表

に係る経費 

（３）事業報告書の作成

に係る経費 

民 間 団 体

等 

定額 － 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間 の

30％を

超える

増減 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

２ 森林資源

デジタル管

理推進対策 

レーザ計測等による森

林資源・境界情報のデジ

タル化及び当該データを

活用した効率的な路網設

都道府県、

市町村、林

業 経 営 体

等（林野庁

林業関

係交付

要綱に

よる。 

同左 同左 同左 同左 同左 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（新設） 

 

 

 

 （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 
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計・木材生産管理を支援

するソフト等の導入並び

に所有者情報等の精度向

上に対する支援を行う取

組に要する経費 

本経費の取扱いについ

ては、林業関係交付要綱

による。 

長 官 が 別

に定める） 

３ デジタル

林業戦略拠

点構築推進

事業 

地域一体となって森林

調査から原木の生産・流

通に至る林業活動にデジ

タル技術をフル活用する

拠点の構築に要する次の

経費 

地 域 コ ン

ソ ー シ ア

ム 

 － 

 

経費の

欄の１

から７

までに

掲げる

経費間

の30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から７

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日 

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日 

まで 

 １ 検討会開催費 

２ コーディネーター等

人材活用費 

３ 実証活動費（基幹実

用） 

４ 実証活動費（基幹未

実用） 

５ 実証活動費（提案事

業） 

６ 実証活動費（資機材

調達） 

７ 報告書作成 

 定額 

定額 

 

1/2 以

内 

定額 

 

1/2 以

内 

1/2 以

内 

定額 

 経費の

欄に掲

げる１

～４、

６及び

７の経

費から

５の経

費への

流用 

   

（削る。） 

 

 

      

 

  

Ⅲ 建築用木材

供給・利用強

化対策 

        

１ 森林を活

かす都市の

木造化等促

進総合対策

事業 

        

（１）都市に

お け る

木 材 需

要 の 拡

大 

 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

Ⅱ 木材の安定

供給・利用拡大

対策 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 建築用木

材供給・利用

強化対策 

        

（１）森林を

活 か す

都 市 の

木 造 化

等 促 進

総 合 対

策事業 

        

① 都市

におけ

る木材

需要の

拡大 

 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 
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（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

（２）顔の見

え る 木

材 供 給

体 制 構

築事業 

 

森林経営の持続性が担

保された木材の安定需要

獲得に向けた取組を含

む、川上から川下までの

事業者が連携した顔の見

える木材安定供給体制の

構築に資する、地域等に

おける課題解決の取組

や、国内の需給状況に影

響を及ぼす情報の川上か

ら川下まで幅広い関係者

間での的確な共有等に要

する次の経費 

 

１～４ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（３）強度又

は 耐 火

性 に 優

れ た 建

築 用 木

材 の 製

造 に 係

る 技 術

開発・普

及 

非住宅・中高層分野の

建築物における木造化・

木質化（防耐火規制の合

理化など建築関係法令改

正に対応した建築等に関

する取組を含む。） 、ツー

バイフォー工法や木質パ

ネル工法等の普及、建築

物の省エネ性能の向上に

伴う重量化等への対応や

リフォーム等による長寿

命化に向けて、建築物に

おける実証を通じて、高

い普及性が見込まれる新

たな技術等の開発や再検

証・改善、大学等と連携し

た技術の普及等に要する

次の経費 

１ （略） 

２ 実証事業における建

築に係る経費及び技術

開発に係る経費の助成

（略） 定額 

ただ

し、２

の建築

に係る

経費の

助成は

３／10 

（略） （略） （略） （略） （略） 

② 大径

化した

原木等

を活か

した地

域材に

よる設

計合理

化等の

技術開

発・普

及啓発 

 

大径化した原木等を活用

した、高付加価値製品（内

装材等）の開発や加工・乾

燥等の技術開発・普及、設

計合理化手法の開発・普

及等に要する次の経費 

１ 検討委員会の開催等

に係る経費 

２ 製品・技術の試験及

び分析に係る経費 

３ 技術の普及活動の実

施に係る経費 

４ 事業報告書の作成及

び成果の普及に係る経

費 

民 間 団 体

等 

定額 － 経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費間

の30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

③ 顔の

見える

木材供

給体制

構築事

業 

 

森林経営の持続性が担

保された木材の安定需要

獲得に向けた取組を含

む、川上から川下までの

事業者が連携した顔の見

える木材安定供給体制の

構築に資する、地域等に

おける課題解決の取組

や、輸入木材の動向など

国内の需給状況に影響を

及ぼす情報の川上から川

下まで幅広い関係者間で

の迅速な共有等に要する

次の経費 

１～４ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

④ 強度

又は耐

火性に

優れた

建築用

木材の

製造に

係る技

術 開

発・普

及 

非住宅・中高層分野の

建築物における木造化・

木質化、ツーバイフォー

工法や木質パネル工法等

の普及、建築物の省エネ

性能の向上に伴う重量化

等への対応やリフォーム

等による長寿命化に向け

て、建築物における実証

を通じて、高い普及性が

見込まれる新たな技術等

の開発や再検証・改善、大

学等と連携した技術の普

及等に要する次の経費 

 

 

 

 

１ （略） 

２ 実証事業に係る建築

費及び技術開発費の助

成に係る経費 

（略） 定額 

ただ

し、２

の建築

費の助

成は３

／10 

（略） （略） （略） （略） （略） 
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に係る経費 

３・４ （略） 

（４）円滑な

木 材 供

給 の た

め の 環

境整備 

        

①～③ 

（略） 

（略） 

 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

④ 原木・製

品運搬効

率化等促

進事業 

原木・製品運搬の効率

化等に資する取組に要す

る次の経費 

１ 運搬効率化等の取組

事例に関する調査等に

要する経費 

２ 優良事例・対応方向

の普及活動に要する経

費 

 

 

 

民 間 団 体

等 

定額 － － 経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

（５）ＪＡＳ

製 材 サ

プ ラ イ

チ ェ ー

ン 構 築

事業 

 

 改正建築基準法等の施

行による木材需要及び木

材流通構造への影響を踏

まえて、地域特性を考慮

したＪＡＳ製材等の適材

適所の活用に向けて行

う、ＪＡＳ製材等の需給

マッチングに資するモデ

ル的な取組等の実施に必

要な次の経費 

１ 検討委員会の開催等

に要する経費 

２ 取組の実施に必要な

経費の助成に要する経

費 

３ 情報提供や研修等の

実施に要する経費 

４ 事業報告書の作成及

び成果の普及に要する

経費 

民 間 団 体

等 

定額 － 経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費間

の30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

２ ＣＬＴ・Ｌ

ＶＬ等の建

築物への利

用環境整備

事業 

 

 

 

        

（１）ＣＬＴ

を 活 用

し た 先

ＣＬＴを活用した技術

的先駆性の高い建築物、

ＣＬＴ建築物の普及に向

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 

３・４ （略） 

⑤  木材加

工流通体

制強化支

援事業 

 

        

ア～ウ

（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（２）ＣＬ

Ｔ・ＬＶ

Ｌ 等 の

建 築 物

へ の 利

用 環 境

整 備 事

業 

        

① ＣＬ

Ｔを活

用した

ＣＬＴを用いた建築物

や街づくりの取組及びＣ

ＬＴ製造企業との連携に

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 
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駆 的 な

建 築 物

の 建 設

等支援 

 

けた街づくり（隣接・近接

箇所に複数のＣＬＴ建築

物等の同時建築）の取組

及びＣＬＴ製造企業との

連携による寸法の標準化

等を通じたＣＬＴを低コ

ストで安定的に供給する

ためのモデル的な取組等

における設計・施工ノウ

ハウの横展開を可能とす

る地域の関係者で構成さ

れる協議会方式による設

計・建築等の実証に要す

る次の経費 

１～４ （略） 

（２）ＣＬＴ

建 築 物

等 の 設

計 者 等

育成 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（３）ＣＬ

Ｔ・ＬＶ

Ｌ 等 を

活 用 し

た 建 築

物 の 低

コ ス ト

化・検証

等 

中大規模建築物等にお

けるＣＬＴ・ＬＶＬ等の

木材製品の利用促進、Ｃ

ＬＴ等の土木分野への利

用、低コストな接合金物

の開発等の低コスト化の

推進の取組、標準的な木

造化モデルの作成等のＣ

ＬＴ等の建築物の設計の

合理化や容易化に向けた

取組とその成果の普及等

に要する次の経費 

 

１～４ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（４）大径材

の加工・

利 用 等

の 技 術

開発・普

及 

 

大径化した原木等を活

用した、高付加価値製品

（内装材等）の開発や加

工・乾燥等の技術開発・普

及、設計合理化手法の開

発・普及等に要する次の

経費 

１ 検討委員会の開催等

に係る経費 

２ 製品・技術の試験及

び分析に係る経費 

３ 技術の普及活動の実

施に係る経費 

４ 事業報告書の作成及

び成果の普及に係る経

費 

民 間 団 体

等 

定額 

 

－ 経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費間

の30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31

日現在 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の１

月 31

日まで 

 

Ⅳ 木材需要の

創出・輸出力

        

先駆的

な建築

物の建

設等支

援 

 

よる寸法の標準化等を通

じたＣＬＴを低コストで

安定的に供給するための

モデル的な取組等におけ

る設計・施工ノウハウの

横展開を可能とする地域

の関係者で構成される協

議会方式による設計・建

築等の実証に要する次の

経費 

 

 

 

 

１～４ （略） 

② ＣＬ

Ｔ建築

物等の

設計者

等育成 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

③ ＣＬ

Ｔ・Ｌ

ＶＬ等

を活用

した建

築物の

低コス

ト化・

検証等 

中大規模建築等におけ

るＣＬＴ・ＬＶＬ等の木

材製品の利用促進、ＣＬ

Ｔ等の土木分野への利

用、低コスト化の推進の

取組、標準的な木造化モ

デルの作成等のＣＬＴ等

の建築物の設計の合理化

や容易化に向けた取組と

その成果の普及、基準合

理化も含めた建築用木材

の品質確保に向けた取組

に要する次の経費 

１～４ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

２  木材需

要の創出・
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強化対策 

 

１ 非住宅建

築物等木材

利用促進事

業 

 

（１）木の建

築 物 の

効 果 検

証・発信 

 

 非住宅建築物の木質化

を促進するため、店舗等

施設の内外装の木質化に

よる利用者の生産性向上

や経済面への影響の実証

等の情報の収集・分析等

を通じて、木の効果を見

える化する取組に要する

次の経費 

１ （略） 

（削る） 

 

 

 

２・３ （略） 

（略） （略） （略） 経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費間

の30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

（略） （略） 

（２）地域に

お け る

非 住 宅

木 造 建

築 物 整

備推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地域

におけ

る取組

推進 

 

地域における非住宅建

築物の木造化・木質化を

推進するため、木造建築

物等の整備を行おうとす

る地域協議会、脱炭素社

会の実現に資する等のた

めの建築物等における木

材の利用の促進に関する

法律（平成 22 年法律第 36

号）第 15 条第１項に規定

する建築物木材利用促進

協定を締結した者から成

る団体及び木材の安定供

給の確保に関する特別措

置法（平成８年法律第 47

号）第４条の規定による

事業計画を共同して作成

した事業者に対して行

う、専門家の派遣による

木造化・木質化のノウハ

ウの提供等に要する次の

経費 

 

（略） （略） （略） 経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費間

の 30％

を超え

る増減 

 

 

経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

 

 

 

（略） （略） 

輸出力強

化対策 

（１）非住宅

建 築 物

等 木 材

利 用 促

進事業 

① 木の

建築物

の効果

検証・

発信 

 

 非住宅建築物の木質化

を促進するため、店舗等

施設の内外装の木質化に

よる利用者の生産性向上

や経済面への影響の実証

等を通じて、木の効果を

見える化する取組に要す

る次の経費 

１ （略） 

２ 内外装の木質化によ

る利用者の生産性向上

や経済面への影響の効

果を実証する取組への

助成等に要する経費 

３・４ （略） 

（略） （略） （略） 経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費間

の30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

（略） （略） 

② 地域

におけ

る非住

宅木造

建築物

整備推

進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 地域

におけ

る取組

推進 

 

地域における非住宅建

築物の木造化・木質化を

推進するため、地域にお

ける木造化等の特徴的な

取組を分析し、地域間の

連携促進のためのツール

作成・普及の取組を行う

とともに、木造建築物等

の整備を行おうとする地

域協議会、脱炭素社会の

実現に資する等のための

建築物等における木材の

利用の促進に関する法律

（平成 22年法律第 36号）

第 15条第１項に規定する

建築物木材利用促進協定

を締結した者から成る団

体及び木材の安定供給の

確保に関する特別措置法

（平成８年法律第 47 号）

第４条の規定による事業

計画を共同して作成した

事業者に対して行う、専

（略） （略） （略） 経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費間

の 30％

を超え

る増減 

 

 

経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

 

 

 

（略） （略） 



- 13 - 

 

 

 

１ 提案公募・審査・選定

等に係る経費 

２ （略） 

（削る。） 

 

 

 

 

３ （略） 

② 工務

店等支

援体制

の構築 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

２  木質バ

イオマス

利用環境

整備事業 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）林地残

材 等 利

用 環 境

整 備 事

業 

林地残材を効率的かつ

低コストで収集・運搬す

るための作業システムの

開発、実証及び分析等に

要する次の経費 

１ 検討委員会の設置・

運営に係る経費 

２ 林地残材の収集・運

搬システムの開発、実

証に係る経費 

３ 実証試験・分析に係

る経費 

４ 事業報告書の作成に

係る経費 

民 間 団 体

等 

定額 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費間

の 30％

を超え

る増減 

 

 

経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31

日現在 

 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の１

月 31

日まで 

 

 

 

 

（２）「地域

内 エ コ

シ ス テ

ム」展開

支 援 事

業 

 

        

① 実施

計画策

定支援 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

② 「地

域内エ

コシス

テム」

技術開

発・実

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

門家の派遣による木造

化・木質化のノウハウの

提供等に要する次の経費 

１ 提案公募・審査・選定

に係る経費 

２ （略） 

３ 木造化等の特徴的な

取組の分析・地域間の

連携を促進するための

ツールの作成等に係る

経費 

４ （略） 

イ 工務

店等支

援体制

の構築 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（２）「地域

内 エ コ

シ ス テ

ム」展開

支 援 事

業 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） (新設) (新設) (新設) (新設) (新設) (新設) 

① 「地

域内エ

コシス

テム」

モデル

構築事

業 

        

ア 実施

計画策

定支援 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

イ 「地

域内エ

コシス

テム」

技術開

発・実

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 



- 14 - 

証事業 

③ 「地

域内エ

コシス

テム」

技術開

発等支

援事業 

②の事業を実施する事

業者に対する指導・助言

の実施や、成果の普及等

に要する次の経費 

１ （略） 

２ ②の事業の事業実施

主体に対する、技術面、

安全面、関係法令の遵

守、進捗管理等に関す

る指導・助言に係る経

費 

３ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（３）「地域

内 エ コ

シ ス テ

ム」リビ

ン グ ラ

ボ事業 

 

        

① リビ

ングラ

ボ体制

構築・

運用支

援 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

② 情報

プラッ

トフォ

ーム構

築支援 

「地域内エコシステ

ム」に取り組む上で有効

な基礎的情報を提供する

プラットフォームの構築

に要する次の経費 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 １～４ （略） 

５ 「地域内エコシステ

ム」の推進に資する次

の調査に係る経費 

       

 （１）燃料材サプライチ

ェーン実態調査 

       

 ① （略）        

 ② 燃料材の利用状

況や取引条件等に

関するデータ・事例

等の調査に係る経

費 

       

 （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

証事業 

ウ 「地

域内エ

コシス

テム」

技術開

発等支

援事業 

イの事業を実施する事

業者に対する指導・助言

の実施や、成果の普及等

に要する次の経費 

１ （略） 

２ イの事業の事業実施

主体に対する、技術面、

安全面、関係法令の遵

守、進捗管理等に関す

る指導・助言に係る経

費 

３ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

② 「地

域内エ

コシス

テム」

リビン

グラボ

事業 

        

ア リビ

ングラ

ボ体制

構築・

運用支

援 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

イ 情報

プラッ

トフォ

ーム構

築支援 

「地域内エコシステ

ム」に取り組む上で有効

な基礎的情報を提供する

プラットフォームの構築

に要する次の経費 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

 １～４ （略） 

５ 「地域内エコシステ

ム」の推進に資する次

の調査に係る経費 

       

 （１）燃料材サプライチ

ェーン実態調査 

       

 ① （略）        

 ② 燃料材の需給情

報の収集・分析・提

供に係る経費 

 

 

       

 （２）木質バイオマス燃

料の安定供給システ

ム構築に関する調査 

① 未利用材や林地

残材の効率的な収

集・運搬システム構

築や新たな供給源

開拓に向けた調査

に係る経費 
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 （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

③ 交流

プラッ

トフォ

ーム構

築支援 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

④ 実践

サポー

トプラ

ットフ

ォーム

構築支

援 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（４）木質バ

イ オ マ

ス 利 活

用 施 設

整 備 資

金 等 利

子 助 成

事業 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

３  木材製

品輸出拡

大実行戦

略推進事

業 

 

        

（１）木材製

品 輸 出

産 地 育

成 

木材製品輸出産地育成

に係る以下の経費 

１・２ （略） 

３ 国内でのセミナー等

の開催にかかる経費 

 

４ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（２）日本式

木 造 建

築 物 等

技 術 者

育成 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

  （削る。） 

 

 

 

（削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 （３）ZEB/ZEH における木

質バイオマス利用の

可能性調査 

① ZEB/ZEH における

木質バイオマスエ

ネルギー利用の位

置づけの整理やコ

スト面を含む課題

等の調査に係る経

費 

       

ウ 交流

プラッ

トフォ

ーム構

築支援 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

エ 実践

サポー

トプラ

ットフ

ォーム

構築支

援 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

③ 木質

バイオ

マス利

活用施

設整備

資金等

利子助

成事業 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（３）木材製

品 輸 出

拡 大 実

行 戦 略

推 進 事

業 

        

① 木材

製品輸

出産地

育成 

木材製品輸出産地育成

に係る以下の経費 

１・２ （略） 

３ 国内でのセミナー、

展示会開催にかかる経

費 

４ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

② 日本

式木造

建築物

等技術

者育成 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

③ 企業

連携型

木材製

品輸出

企業連携型木材製品輸

出促進に係る以下の経費 

１ 企業連携によるモデ

ル・実証的な木材製品

民 間 団 体

等 

定額 － 経費の

欄の１

及び２

に掲げ

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

交付決

定のあ

った年

度の12

交付決

定のあ

った年

度の１
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４ 「クリーン

ウッド」実施

支援事業の

うち合法性

確認の能力

強化等 

 

 

 

        

（１）事業者

に よ る

合 法 性

確 認 能

力強化、

消 費 者

へ の 普

及啓発 

 

合法伐採木材等の流通

及び利用の促進のため、

木材関連事業者、素材生

産販売事業者に対する研

修等の実施、業界団体等

の関係者との意見交換会

の開催、消費者への普及

啓発に要する次の経費 

１・２ （略） 

３ 消費者への普及啓発

に係る経費 

４ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

(削る。) 

 

 

 

 

 

 

(削る。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) (削る。) 

５ ウッド・チ

ェンジ拡大

促進支援事

業 

 

以下の取組に要する経

費 

１ 優れた国産材製品や

木造建築等の展開に係

る経費 

（１）優れた地域材製品

等の展開に係る経費 

（２）情報発信に係る経

費 

２ 国産材利用の意義等

に関する情報発信・木

育等学びの機会の充実

化に係る経費 

民 間 団 体

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の 30％

を超え

る増減 

 

 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31

日現在 

 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の１

月 31

日まで 

 

 

 

 

促進 輸出の取組の募集・選

定に係る経費 

２ 選定したモデル・実

証的な取組への支援に

係る経費 

３ 成果報告会の開催、

成果の公表及び報告書

の作成に係る経費 

る経費

間 の

30％を

超える

増減 

る経費

の新設

又は廃

止 

月31日

現在 

月 31

日まで 

（４）「クリ

ー ン ウ

ッド」実

施 支 援

事 業 の

う ち 合

法 性 確

認 の 能

力強化 

        

① 事業

者によ

る合法

性確認

能力強

化、消

費者等

への普

及啓発 

 

合法伐採木材等の流通

及び利用の促進のため、

木材関連事業者、素材生

産業者等に対する研修等

の実施、業界団体等の関

係者との意見交換会の開

催、消費者等への普及啓

発に要する次の経費 

１・２ （略） 

３ 消費者等への普及啓

発に係る経費 

４ （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

②  業

種・品

目別の

合法性

確認手

引き作

成 

木材関連事業者による

合法性確認（デュー・デリ

ジェンス）のための業種・

品目別の手引き作成に要

する次の経費 

１ 業種・品目別の合法

性確認手引き作成に係

る経費 

２ 事業報告書の作成に

係る経費 

民 間 団 体

等 

定額 － 経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 
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（１）身近な木材利用の

普及・広報に係る経

費 

（２）木育等学びの機会

を充実させる団体間

連携に係る経費 

（３）木育等学びの機会

を充実させる活動の

実践に係る経費 

（４）木育の効果分析に

係る経費 

６ 特用林産

物の国際競

争力強化・生

産性向上対

策事業 

 

 

 

特用林産物の国際競争

力強化を図るために要す

る次の経費 

１ 特用林産物の需要拡

大・生産性向上に係る

経費 

（１）原木需給関連情報

の収集・分析・提供に

係る経費 

（２）おが粉の生産流通

関連情報の収集・分

析・提供に係る経費 

（３）特用林産物の生産

効率化・付加価値向

上等課題解決に資す

る情報提供に係る経

費 

（４）需要拡大や生産性

向上に向けたモデル

的取組に係る経費 

２ 特用林産物の競争力

の強化に係る経費 

（１）特用林産物の輸出

促進に向けた情報収

集・連携強化に係る

経費 

（２）（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

Ⅴ 森林・林業

担い手育成総

合対策 

        

１ 森林・林業

担い手育成

対策 

        

（１）「緑の

雇用」担

い 手 確

保 支 援

事業 

 

１ 新規就業者の確保・

育成対策に要する経費 

（１）研修生の募集のた

めの就業ガイダンス

等に要する経費 

（２）就業前のマッチン

グ支援に要する経費 

（３）トライアル雇用研

民 間 団 体

等 

定額 － 

 

経費の

欄の１

から４

までに

掲げる

経費間

の30％

を超え

経費の

欄に掲

げる経

費の新

設又は

廃止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）国産特

用 林 産

物 の 国

際 競 争

力強化・

生 産 性

向 上 対

策事業 

 

 

 

国産特用林産物の国際

競争力強化を図るために

要する次の経費 

１ 国産特用林産物の需

要拡大・生産性向上に

係る経費 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

２ 国産特用林産物の競

争力の強化に係る経費 

（１）国産特用林産物の

輸出促進に向けた情

報収集・連携強化に

係る経費 

（２）（略） 

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） 

（新設） 

 

 

        

 （新設） 

 

 

        

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 
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修及び新規就業者育

成対策に要する経費

並びにこれらに要す

る経費を林業経営体

に助成する経費 

２ 現場技能者のキャリ

アアップ対策に要する

経費 

３ 外国人材育成準備に

要する経費 

４ １、２及び３の事業

推進等に要する経費 

（１）安全指導等に要す

る経費 

（２）事業推進に要する

経費 

（３）林業経営体等に対

する指導及び監督・

検査に要する経費 

る増減 

（２）緑の青

年 就 業

準 備 給

付 金 事

業 

林業への就業に向けて

林業大学校等において研

修を受ける者に対する給

付金及び給付金の給付等

に要する経費 

本経費の取扱いについ

ては、林業関係交付要綱

による。 

都 道 府 県

又 は 林 業

労 働 力 確

保 支 援 セ

ンター（林

業 労 働 力

の 確 保 の

促 進 に 関

す る 法 律

（ 平 成 ８

年 法 律 第

45号）第11

条 第 １ 項

に 規 定 す

る 林 業 労

働 力 確 保

支 援 セ ン

タ ー を い

う。以下同

じ。） 

林業関

係交付

要綱に

よる。 

同左 同左 同左 同左 同左 

（３）未来の

林 業 を

支 え る

林 業 後

継 者 養

成事業 

１ 森林・林業に関心の

ある高校生等を対象と

する林業への就業促進

活動に要する経費 

２ 意欲的な取組を行う

林業グループの活動等

への支援に要する経費 

３ 森林・林業を支える

女性の活躍促進を図る

ための活動等への支援

に要する経費 

民 間 団 体

等 

定額 － 

 

経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費間

の30％

を超え

る増減 

経費の

欄に掲

げる経

費の新

設又は

廃止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

（４）森林プ

ラ ン ナ

１  企画運営委員会設

置・運営に要する経費 

民 間 団 体

等 

定額 

 

－ 

 

経費の

欄の１

経費の

欄に掲

交付決

定のあ

交付決

定のあ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（新設） 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 
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ー 育 成

対策 

２ 森林施業プランナー

育成研修等に要する経

費 

（１）新規課題対応型研

修に要する経費 

（２）提案型集約化施業

一般研修に要する経

費 

（３）法務等重点研修に

要する経費 

（４）事業体レベルにお

ける提案型集約化施

業の取組の評価に要

する経費 

ア 実践体制評価委

員会設置・運営に

要する経費 

イ 実践体制評価に

要する経費 

３ 森林経営プランナー

育成研修に要する経費  

定額、

1/2 以

内 

定額 

 

定額 

 

 

定額 

 

定額、

1/2 以

内 

 

定額 

 

 

1/2 以

内 

定額 

－ 

 

 

－ 

 

－ 

 

 

－ 

 

－ 

 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

－ 

から３

までに

掲げる

経費間

の30％

を超え

る増減 

げる経

費の新

設又は

廃止 

った年

度の12

月31日

現在 

った年

度の１

月31日

まで 

（５）技能評

価・外国

人 材 受

入 推 進

対策 

 

１ 技能評価推進対策に

要する経費 

２ 外国人材受入推進対

策に要する経費 

 

民 間 団 体

等 

定額 － 経費の

欄の１

から２

までに

掲げる

経費間

の

30％を

超える

増減 

経費の

欄に掲

げる経

費の新

設又は

廃止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

２ 林業労働

安全強化対

策 

１ 林業労働安全活動促

進に要する経費 

２ 林業労働災害撲滅研

修に要する経費 

３ 林業・木材産業全国

作業安全運動促進に要

する経費 

 

民 間 団 体

等 

定額 － 経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費間

の30％

を超え

る増減 

経費の

欄に掲

げる経

費の新

設又は

廃止 

交付決

定のあ

った年

度の

12 月

31 日

現在 

 

交付決

定のあ

った年

度 の 1

月31日

まで 

Ⅵ （略）         

（削る。） 

 

 

 

 

（削る。） 

 

 

        

（削る。） 

 

 

（削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

Ⅲ （略）         

Ⅳ カーボンニ

ュー トラル

実現 に向け

た国 民運動

展開対策 

１  国民参

加 の 植 樹

等の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国民参

加 に よ

る 植 樹

以下の取組に要する経費 

１ 企業・NPO 等の森林づ

くりのサポート体制構

民間団体

等 

定額 － 経費の

欄の１

及び２

経費の

欄の１

及び２

ｃ 交付決

定のあ

った年



- 20 - 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） （削る。） 

Ⅶ （略）         

Ⅷ 森林・山村

地域振興対策 

        

１ 森林・山

村 多 面 的

機 能 発 揮

対 策 交 付

金 

 

 

 

（１）活動組織の活動計

画及び実施状況の審

査・取りまとめ、事

業計画書及び事業実

績報告書等の作成、

国への交付申請手

続、活動組織への交

付金の交付、活動組

織に対する活動が可

能な対象森林の情報

提供、活動組織を対

象にした技能・安全

研修、活動組織への

資機材の貸与及び当

該貸与に供する資機

材の購入等を実施す

地 域 協 議

会 

 

 

定額、

資機材

は 1/2

以内。

た だ

し、資

機材の

うち、

林内作

業車、

薪割り

機、薪

ストー

ブ及び

炭焼き

小屋に

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業費

の 30％

を超え

る減額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31

日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の 1

月 31

日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等 の 推

進対策 

築に向けた経費を補助

する経費 

２ 企業・NPO 等の森林づ

くりに係る情報の発

信、地域間の連携等ネ

ットワーク化に係る経

費 

に掲げ

る経費

間 の

30％を

超える

増減 

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

度の 1

月 31

日まで 

（２）全国規

模 の 緑

化 運 動

の促進 

全国規模の緑化運動の促

進を行うのに要する次の

経費 

１ 全国植樹祭、全国育

樹祭、みどりの感謝祭

等の全国規模の緑化行

事の開催に係る経費 

２ 全国規模の緑化行事

を効果的に行うための

関連イベント等の実施

に係る経費 

民間団体

等 

定額 － 経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間 の

30％を

超える

増減 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31

日現在 

交付決

定のあ

った年

度の 1

月 31

日まで 

２ 「木づか

い運動」の

促進 

 

 

 

 

 

 

以下の取組に要する経

費 

１ 優れた地域材製品等

の普及・展開に係る経

費 

２ 各種メディアやイベ

ントを活用した普及啓

発に係る経費 

３ 木製品の付加価値情

報の表示手法の展開に

係る経費 

４ 木材利用の意義の整

理・発信に係る経費 

５ 木育活動の促進に係

る経費 

民 間 団 体

等 

定額 － － 経費の

欄の掲

げる経

費の新

設又は

廃止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度の１

月31日

まで 

Ⅴ （略）         

（新設） 

 

        

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 
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る。 

 

ついて

は 1/3

以内 

 

 

 

  

 

 （２）里山林等において

活動組織が行う以下

の活動に対し、交付

金を交付する。 

① 活動推進費 

② 地域環境保全タ

イプのうち里山林

保全活動 

③ 地域環境保全タ

イプのうち侵入竹

除去・竹林整備活動 

④ 森林資源利用タ

イプ 

⑤ 森林機能強化タ

イプ 

⑥ 関係人口創出・維

持タイプ 

⑦ 上記②～⑥に必

要となる資機材・施

設の整備等 

 定額、

資機材

の購入

は 1/2

以内。

た だ

し、資

機材の

うち、

林内作

業車、

薪割り

機、薪

ストー

ブ及び

炭焼き

小屋に

ついて

は 1/3

以内。

また、

⑥にお

ける移

動式の

簡易な

トイレ

の賃借

料につ

いては

1/3 以

内 

     

２ 森林・山

村多面的

機能発揮

対策推進

交付金 

（１）地域協議会の支援

及び指導、市町村へ

の周知・指導等を実

施する。 

（２）市町村が活動組織

に対し行う推進・指

導等に要する経費の

全部又は一部に当て

るため、市町村に対

し交付金を交付す

る。 

都道府県 定額 

 

 

 

定額 

― 

 

― 事業費

の30％

を超え

る減額 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度 の 1

月31日

まで 

３  国民参

加 の 植 樹

等 の 推     

進 

        

（１）国民参

加 に よ

る 植 樹

以下の取組に要する経

費 

１ 企業・NPO 等の森林づ

民 間 団 体

等 

定額 － 経費の

欄の１

及び２

経費の

欄の１

及び２

交付決

定のあ

った年

交付決

定のあ

った年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（新設） 

 

 

 

        

（新設） 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 
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等 の 推

進対策 

くりのサポート体制構

築に向けた経費を補助

する経費 

２ 企業・NPO 等の森林づ

くりに係る情報の発

信、地域間の連携等ネ

ットワーク化に係る経

費 

に掲げ

る経費

間 の

30％を

超える

増減 

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

度の12

月31日

現在 

度 の 1

月31日

まで 

（２）全国規

模 の 緑

化 運 動

の促進 

全国規模の緑化運動の

促進を行うのに要する次

の経費 

１ 全国植樹祭、全国育

樹祭、みどりの感謝祭

等の全国規模の緑化行

事の開催に係る経費 

２ 全国規模の緑化行事

を効果的に行うための

関連イベント等の実施

に係る経費 

民 間 団 体

等 

定額 － 経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

間 の

30％を

超える

増減 

経費の

欄の１

及び２

に掲げ

る経費

の新設

又は廃

止 

交付決

定のあ

った年

度の12

月31日

現在 

交付決

定のあ

った年

度 の 1

月31日

まで 

Ⅸ 花粉の少な

い森林への転

換促進対策 

        

１  効果的

な花粉発

生源対策

の実施に

向けた普

及及び調

査 

 

以下の取組に要する経費 

１ 運営委員会に係る経

費 

２ 花粉発生源対策の普

及に関する広報資材等

の作成に係る経費 

３ 優良事例の情報収集

及び情報発信に係る経

費 

４ 独自性・先進性のあ

る花粉発生源対策の取

組への表彰に係る経費 

５ 普及イベント等の開

催に係る経費 

６ より効果的な広報手

法の検討等に係る経費 

７ 報告書作成に係る経

費 

民 間 団 体

等 

定額 － 経費の

欄の１

から７

までに

掲げる

経費間

の 30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から７

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31

日現在 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の１

月 31

日まで 

 

 

 

２  スギ雄

花花芽調

査等の推

進 

以下の取組に要する経費 

１ 花粉飛散量の予測の

ためのスギ雄花着花状

況調査に係る経費 

２ 効率的かつ高精度な

着花量推定手法の開発

に係る経費 

３ 報告書作成に係る経

費 

民 間 団 体

等 

定額 － 経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費間

の 30％

を超え

る増減 

経費の

欄の１

から３

までに

掲げる

経費の

新設又

は廃止 

 

交付決

定のあ

った年

度の 12

月 31

日現在 

 

 

 

交付決

定のあ

った年

度の１

月 31

日まで 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（新設） 

 

 

        

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） （新設） 

 

別表２ 

区  分 経  費 事業 国庫交付率 重要な変更 

別表２ 

区  分 経  費 事業 国庫交付率 重要な変更 
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実施主体 経費の配分の 

変更 

Ⅰ 林業・木材産業

生産基盤強化対策 

    

１ 森林整備・林業

等振興整備交付

金 

（略） 

 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）間伐材生産 

 

 

 

 

(1)・(2) （略） 都道府県、市町

村、森林整備法

人等（森林整備

法人（分収林特

別措置法（昭和

33 年法律第 57

号）第 10 条第

２号に定める

森林整備法人

をいう。以下同

じ。）、一般社団

法人及び一般

財団法人に関

する法律（平成

18 年法律第 48

号）第２条第１

号に規定する

法人（造林を行

うことを主た

る目的として

いる法人であ

って、地方公共

団体がその社

員であるもの

又は地方公共

団体がその基

本財産の全部

若しくは一部

を拠出してい

る も の に 限

る。）をいう。

以下同じ。）及

び効率的かつ

安定的な林業

経営や林業経

営の継続性の

確保を目指す

林業経営体と

して、林野庁長

官が別に定め

る考え方に則

って都道府県

知事が選定し

た林業経営体

（以下「選定経

（略） 

 

実施主体 経費の配分の 

変更 

Ⅰ 林業・木材産業

生産基盤強化対策 

    

１ 森林整備・林業

等振興整備交付

金 

（略） 

 

  （略） 

（１）間伐材生産 

 

 

 

 

(1)・(2) （略） 都道府県、市町

村、森林整備法

人等及び選定

経営体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 
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営体」という。） 

（２）～（７）（略） 

 

（略） （略） （略） 

２ （略） 

 

（略） （略） （略） （略） 

Ⅱ （略） （略） （略） （略） （略） 

   

 

（２）～（７）（略） 

 

（略） （略） （略） 

２ （略） 

 

（略） （略） （略） 

 

（略） 

Ⅱ （略） （略） （略） （略） （略） 
 

別記様式第１号－１（第５関係） 

 

            

○○年度 林業・木材産業循環成長対策 交付申請書 

                      

番  号  

年 月 日  

 

 農林水産大臣 殿 

 （沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長） 

 

都道府県知事 氏  名   

 

 ○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交

付等要綱第５の規定に基づき、交付金○○○円（前回までの申請額○○○円）の交付を申請する。 

 

記 

 

１・４ （略） 

５ 次回申請予定日 

（注）１･２ （略） 

３ 第５第２項により、当該交付金に係る消費税仕入控除税額を減額して申請する場合には、別紙「○○年度

林業･木材産業循環成長対策に係る消費税仕入控除税額集計表」を添付すること。 

 

４･５ （略） 

 

別記様式第１号－１（第５関係） 

 

            

○○年度 林業・木材産業循環成長対策 交付申請書 

                      

番  号  

年 月 日  

 

 農林水産大臣 殿 

 （沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長） 

 

都道府県知事 氏  名   

 

 ○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交

付等要綱第５の規定に基づき、交付金○○○円（前回までの申請額○○○円）の交付を申請する。 

 

記 

 

１・４ （略） 

５ 次回申請予定日 

（注）１･２ （略） 

３ 第５第２項により、当該交付金に係る消費税仕入控除税額を減額して申請する場合には、別紙「○○年度

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等に係る消費税仕入控除税額集計表」を添付すること。 

 

４･５ （略） 

様式Ⅰ－１－ア 

 

○○年度  林業・木材産業循環成長対策  の内容及び経費の配分総括表 

成績書 
※ 該当する報告書名を記載 

       

 

（略） 

様式Ⅰ－１－ア 

 

○○年度  林業・木材産業生産基盤強化対策・再造林低コスト化促進対策 

の内容及び経費の配分総括表 

成績書 
※ 該当する報告書名を記載 

       

（略） 
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別 紙 

 

○○年度林業・木材産業循環成長対策に係る消費税仕入控除税額集計表 

 

（都道府県名） 

 

 

区 分 

 

 

 

事業実施 

主 体 名 

 

 

事業費 

 

 

 

国庫 

交付金 

 

 

 

課税方式 

 

 

仕入れに

係る消費

税額及び

地方消費

税額 

 

 

国庫交

付率 

 

 

消費税仕

入控除税

額 

 

消費税

確定未

確定 

 

 

備 考 

 

          

          

          

          

          

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

（注）１～６ （略） 

 

別 紙 

 

○○年度森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等（林業・木材産業生産基盤強化対策・再造林低コスト

化促進対策※）に係る消費税仕入控除税額集計表 

（都道府県名） 

 

 

区 分 

 

 

 

事業実施 

主 体 名 

 

 

事業費 

 

 

 

国庫 

交付金 

 

 

 

課税方式 

 

 

仕入れに

係る消費

税額及び

地方消費

税額 

 

 

国庫交

付率 

 

 

消費税仕

入控除税

額 

 

消費税

確定未

確定 

 

 

備 考 

 

          

          

          

          

          

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ( )書きは、別表２の区分の欄に掲げるⅠの対策にあっては「林業・木材産業生産基盤強化対策」のみ、Ⅱの対策

にあっては「再造林低コスト化促進対策」のみ記載すること。 

（注）１～６ （略） 

 

別記様式第１号－２（第５関係） 

            

（略） 

 
（注）１・２ （略） 

   ３ 「５ 添付書類」については、定款又は寄附行為とともに、当該年度の事業計画、収支計算書、積算根拠の確認の

ために必要な見積書等の写しその他の参考となる資料及び林野庁長官が別に定める資料を添付すること。ただし、

記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略でき

ることとし、省略するに当たっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同

じ旨を記載することとする。 

      ４ 添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL 等を記載するこ

とにより当該資料の添付を省略することができる。 

        

別記様式１号－２（第５関係） 

           

（略） 

 
（注）１・２ （略） 

   ３ 「５ 添付書類」については、定款又は寄附行為とともに、当該年度の事業計画、収支計算書及び財産目録

並びに積算根拠の確認のために必要な見積書等の写し、その他参考となる資料を添付すること。ただし、記

載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略

できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、

当該資料と同じ旨を記載することとする。 

   （新設） 

 

 
 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：優良種苗生産推進対策 

エリートツリー等の原種増産技術の開発 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：優良種苗生産推進対策 

エリートツリー等の原種増産技術の開発 

 

１・２ （略） 

 

（削る。） （別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：優良種苗生産推進対策 

採種園等の造成・改良等モデル的な取組  
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１ 事業の目的  

 

２ 事業の内容及び計画 

 

① 施設型モデル採種園の整備 

実施時期 実施場所 具体的な内容 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 多様な森林の整備に資する早生樹や広葉樹の採種園の整備等 

実施時期 実施場所 具体的な内容 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：優良種苗生産推進対策 

花粉の少ない苗木の円滑な生産支援事業 

 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容及び計画 

  

① ヒノキ花粉症対策品種のミニチュア採種園の管理技術に係る調査及び指導  

実施時期 具体的な内容 備考 

 

 

 

 

 

 

 

② 報告書作成 

実施時期 具体的な内容 備考 

 

 

 

 

 

 

   

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：優良種苗生産推進対策 

       苗木生産技術の向上等事業 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：優良種苗生産推進対策 

       苗木生産技術の向上等事業 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：戦略的技術開発・実証事業 

機械・新技術の開発・実証 

 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 開発・実証関連 

① 機械・新技術の開発・実

○ 年間スケジュール（予定） 

○ 開発・改良、実証の内容 

  

（新設） 
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証 

② 試作品等の製造、性能評

価、実証試験 

③ 各種調査 

 

○ 試作品製造・性能評価・実

証試験の内容 

○ 調査等の項目及び方法 

イ 事務関連 

① 検討委員会の設置・開催 

 

 

② 普及啓発・成果発表 

③ 事業報告書の作成 

 

 

○ 検討委員会の構成 

○ 開催スケジュール 

○ 検討内容等 

○ 成果の普及方法 

○ 報告書の構成及び作成部

数 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：戦略的技術開発・実証事業 

ソフトウェア等の開発・実証 

 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 開発・実証関連 

① ソフトウェア等の開

発・実証 

② 試作品等の製造、性能

評価、実証試験 

③ 各種調査 

 

○ 年間スケジュール（予定） 

○ 開発・改良、実証等の内容 

○ 試作品製造・性能評価・実

証試験の内容 

○ 調査等の項目及び方法 

  

イ 事務関連 

① 検討委員会の設置・開

催 

 

② 普及啓発・成果発表 

③ 事業報告書の作成 

 

 

○ 検討委員会の構成 

○ 開催スケジュール 

○ 検討内容等 

○ 成果の普及方法 

○ 報告書の構成及び作成部

数 

  

  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：戦略的技術開発・実証事業 

木質系新素材の開発・実証 

 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 開発・実証関連 

① 木質系新素材の開発・

実証 

② 試作品等の製造、性能

評価、実証試験 

○ 年間スケジュール（予定） 

○ 開発・改良、実証等の内容 

○ 試作品製造・性能評価・実

証試験の内容 

○ 調査等の項目及び方法 

  

（新設） 
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③ 各種調査 

 

イ 事務関連 

① 検討委員会の設置・開

催 

 

② 普及啓発・成果発表 

③ 事業報告書の作成 

 

 

○ 検討委員会の構成 

○ 開催スケジュール 

○ 検討内容等 

○ 成果の普及方法 

○ 報告書の構成及び作成部

数 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：戦略的技術開発・実証事業 

先進的林業機械の実証 

 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 開発・実証関連 

① 先進的林業機械の実証 

② 導入する先進的林業機

械の性能試験・評価 

③ 各種調査 

 

○ 年間スケジュール（予定） 

○ 機械の改良、実証の内容 

○ 性能試験・評価の内容 

 

○ 調査等の項目及び方法 

  

イ 事務関連 

① 検討委員会の設置・開

催 

 

② 普及啓発・成果発表 

③ 事業報告書の作成 

 

 

○ 検討委員会の構成 

○ 開催スケジュール 

○ 検討内容等 

○ 成果の普及方法 

○ 報告書の構成及び作成部

数 

  

  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：デジタル林業戦略拠点構築推進事業 

 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

１ 検討会開催 ○ 開催回数及び開催時期 

○ 検討項目 

 

  

２ コーディネーター等人材

活用 

○ 活用回数等 

 

  

３ 実証活動（基幹実用） ○ 実証内容 

※ア 資源管理、イ 生産管

理に分けて記載 

 

  

４ 実証活動（基幹未実用） ○ 実証内容 

※ア 資源管理、イ 生産管

  

（新設） 
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理に分けて記載 

 

５ 実証活動（提案事業） ○ 実証内容 

※ウ 造林、エ 通信、オ 森

林サービスに分けて記載 

 

  

６ 実証活動（資機材調達） ○ 調達資機材の内容 

 

  

７ 報告書作成 ○ 報告書の作成部数 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（作成上の注意点） 

全体計画を作成した場合は、交付申請を行う年度に実施する分のみ記載すること。 

  

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

都市における木材需要の拡大 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

都市における木材需要の拡大 

 

１・２ （略） 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

大径化した原木等を活かした地域材による設計合理化等の技術開発・普及啓発 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 検討委員会の開催等 

 

 

 

○ 委員会の構成員 

○ 開催回数及び開催時期 

○ 検討項目 

○ 事業の指導・進行管理方

法 

  

イ 製品・技術の試験及び分

析 

 

○ 試験・分析項目と手法 

 

 

  

ウ 技術の普及活動の実施 

 

○ 普及方法 

 

 

  

エ 事業報告書の作成及び成

果の普及 

 

○ 作成部数 

○ 普及方法 

 

  

  

（略） （略） 
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（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

強度又は耐火性に優れた建築用木材の製造に係る技術開発・普及 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア （略） 

 

（略）   

イ 実証事業における建築に

係る経費及び技術開発に係

る経費の助成 

 

（略）   

ウ・エ （略） （略） 

 

  

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

強度又は耐火性に優れた建築用木材の製造に係る技術開発・普及 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア （略） 

 

（略）   

イ 実証に係る建築費及び技

術開発費の助成 

 

 

（略） 

 

  

ウ・エ （略） （略） 

 

  

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

円滑な木材供給のための環境整備 

木材加工設備導入等利子助成 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

木材加工流通体制強化支援事業 

木材加工設備導入等利子助成 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

円滑な木材供給のための環境整備 

木材加工設備等リース導入支援 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

木材加工流通体制強化支援事業 

木材加工設備等リース導入 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

円滑な木材供給のための環境整備 

作業安全強化促進支援事業 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア・イ （略） 

 

   

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

木材加工流通体制強化支援事業 

作業安全強化促進支援事業 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 実施内容 実施期間 備考 

ア・イ （略） 

 

   

 

（別記様式第１号－２－別紙） （新設） 



- 31 - 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

円滑な木材供給のための環境整備 

 原木・製品運搬効率化等促進事業 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 運搬効率化等の取組事例

に関する調査等に要する経

費 

 

   

イ 優良事例・対応方向の普

及活動に要する経費 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

森林を活かす都市の木造化等促進総合対策事業 

ＪＡＳ製材サプライチェーン構築事業 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 検討委員会の開催等 

 

 

○ 検討委員会の構成員 

○ 検討委員会の開催回数及

び開催時期 

○ 検討委員会での検討項目 

○ 助成金交付等に関する規

定の作成 

○ 助成対象者の選定方法 

○ 助成対象者への指導・進

行管理方法 

○ 具体的なスケジュール 

 

  

イ 取組の実施に必要な経費

の助成 

 

○ 助成対象者への助成 

 

  

ウ 情報提供や研修等の実施 ○ 実施内容 

○ 実施体制 

○ 実施回数、実施時期 

 

  

エ 事業報告書の作成及び成

果の普及 

○ 作成部数 

○ 普及方法 

  

  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 
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ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業 

ＣＬＴを活用した先駆的な建築物の建設等支援 

 

１・２ （略） 

 

ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業 

ＣＬＴを活用した先駆的な建築物の建設等支援 

 

１・２ （略） 

 

（略） （略） 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業 

ＣＬＴ・ＬＶＬ等を活用した建築物の低コスト化・検証等 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業 

ＣＬＴ・ＬＶＬ等を活用した建築物の低コスト化・検証等 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：建築用木材供給・利用強化対策 

ＣＬＴ・ＬＶＬ等の建築物への利用環境整備事業 

大径材の加工・利用等の技術開発・普及 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 検討委員会の開催等 

 

 

 

○ 委員会の構成員 

○ 開催回数及び開催時期 

○ 検討項目 

○ 事業の指導・進行管理方

法 

  

イ 製品・技術の試験及び分

析 

 

○ 試験・分析項目と手法 

 

 

  

ウ 技術の普及活動の実施 

 

○ 普及方法 

 

 

  

エ 事業報告書の作成及び成

果の普及 

 

○ 作成部数 

○ 普及方法 

 

  

  

（新設） 
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（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

非住宅建築物等木材利用促進事業 

木の建築物の効果検証・発信 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア （略） 

 

（略） 

 

  

（削る。） 

 

 

 

 

 

（削る。） 

 

  

イ 情報の収集・整理及び木

の効果の分析等による見え

る化 

 

○ 具体的な情報収集・整理・

分析方法等 

○ 具体的なスケジュール 

  

ウ 普及資料の作成・発信及

び報告書の作成 

○ 普及資料の作成、作成部

数 

○ セミナー等の開催場所、

案内先、予定する内容 

○ その他の普及方法 

○ 報告書作成部数 

  

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

非住宅建築物等木材利用促進事業 

木の建築物の効果検証・発信 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア （略） 

 

（略） 

 

  

イ 内外装の木質化等の効果

実証 

 

○ 実証事業者の選定方法・

公募・審査・選定・通知等 

○ 実証の取組 

○ 支援内容 

○ 具体的スケジュール 

 

  

ウ 情報の収集・整理及び木

の効果の分析等による見え

る化 

 

○ 具体的な情報収集・整理・

分析方法等 

（新設） 

  

エ 普及資料の作成・発信及

び報告書の作成 

○ 普及資料の作成、作成部

数 

（新設） 

 

○ 普及方法 

○ 報告書作成部数 

  

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

非住宅建築物等木材利用促進事業 

地域における非住宅木造建築物整備推進 

地域における取組推進 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 提案公募・審査・選定等 

 

○ 委員会の構成、委員数 

○ 公募・審査・選定方法 

○ 相談窓口の体制・対応方

法 

  

イ （略） （略）   

（削る。） 

 

（削る。） 

 

 

 

 

 

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

非住宅建築物等木材利用促進事業 

地域における非住宅木造建築物整備推進 

地域における取組推進 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 提案公募・審査・選定 

 

○ 委員会の構成、委員数 

○ 公募・審査・選定方法 

（新設） 

 

  

イ （略） （略）   

ウ 地域間連携促進ツール作

成等 

○ 取組事例の収集、分析内

容 

○ 作成するツールの内容、

成果物のイメージ 

○ 相談窓口の体制・対応方

法 
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ウ 成果報告会開催等の普及

活動・報告書作成 

（略）     エ 成果報告会開催等の普及

活動・報告書作成 

（略）     

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

非住宅建築物等木材利用促進事業 

地域における非住宅木造建築物整備推進 

工務店等支援体制の構築 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

非住宅建築物等木材利用促進事業 

地域における非住宅木造建築物整備推進 

工務店等支援体制の構築 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木質バイオマス利用環境整備事業 

林地残材等利用環境整備事業 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 検討委員会の設置・運営 

 

 

○ 検討委員会の構成、委員

数 

○ 開催回数等 

 

  

イ 作業システムの開発・実

証 

 

○ 具体的な作業システムに

用いる機械や実行体制の内

容 

○ 具体的なスケジュール 

 

  

ウ 分析・評価 

 

○ 具体的な分析・評価方法 

○ 具体的なスケジュール 

 

  

エ 事業報告書の作成 ○ 具体的な事業報告書の作

成方法 

  

  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木質バイオマス利用環境整備事業 

「地域内エコシステム」展開支援事業 

実施計画策定支援 

 

１・２（略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

「地域内エコシステム」展開支援事業 

「地域内エコシステム」モデル構築事業 

実施計画策定支援 

 

 

１・２（略） 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木質バイオマス利用環境整備事業 

「地域内エコシステム」展開支援事業 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

「地域内エコシステム」展開支援事業 

「地域内エコシステム」モデル構築事業 
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「地域内エコシステム」技術開発・実証事業 

 

１・２（略） 

 

「地域内エコシステム」技術開発・実証事業 

 

 

１・２（略） 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木質バイオマス利用環境整備事業 

「地域内エコシステム」展開支援事業 

「地域内エコシステム」技術開発等支援事業 

 

１・２（略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

「地域内エコシステム」展開支援事業 

「地域内エコシステム」モデル構築事業 

「地域内エコシステム」技術開発等支援事業 

 

１・２（略） 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木質バイオマス利用環境整備事業 

「地域内エコシステム」展開支援事業 

「地域内エコシステム」リビングラボ事業 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア (略)  

 

（略）   

イ 情報プラットフォーム構

築支援 

 

○ ポータルサイトの設置・

運営の具体的な方法 

○ 相談窓口の設置・運営の

具体的な方法 

○ バイオマスボイラー設備

等調査の具体的な方法・ス

ケジュール 

○ 先行事例の調査の具体的

な方法・スケジュール 

○ 燃料サプライチェーン実

態調査の具体的な実施方

法・スケジュール 

（削る。） 

 

 

 

（削る。） 

 

 

 

 

  

ウ・エ （略） （略） 

 

  

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

「地域内エコシステム」展開支援事業 

「地域内エコシステム」リビングラボ事業 

 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア (略)  

 

（略）   

イ 情報プラットフォーム構

築支援 

 

○ ポータルサイトの設置・

運営の具体的な方法 

○ 相談窓口の設置・運営の

具体的な方法 

○ バイオマスボイラー設備

等調査の具体的な方法・ス

ケジュール 

○ 先行事例の調査の具体的

な方法・スケジュール 

○ 燃料サプライチェーン実

態調査の具体的な実施方

法・スケジュール 

○ 木質バイオマス燃料の安

定供給システム構築調査の

具体的な方法・スケジュー

ル 

○ ZEB/ZEH における木質バ

イオマスエネルギー利用の

可能性調査の具体的な方

法・スケジュール 

 

  

ウ・エ （略） （略） 

 

  

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 



- 36 - 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木質バイオマス利用環境整備事業 

「地域内エコシステム」展開支援事業 

木質バイオマス利活用施設整備資金等利子助成事業 

 

１・２（略） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

「地域内エコシステム」展開支援事業 

木質バイオマス利活用施設整備資金等利子助成事業 

 

 

１・２（略） 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木材製品輸出拡大実行戦略推進事業 

木材製品輸出産地育成 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

木材製品輸出産地育成に係

る経費 

  

 

 

 

（１）・（２） (略)  

 

（略）   

（３）国内でのセミナー等の

開催 

（略）   

 

 

（４） （略） （略） 

 

 

 

 

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木材製品輸出拡大実行戦略推進事業 

木材製品輸出産地育成 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

木材製品輸出産地育成に係

る経費 

  

 

 

 

（１）・（２） (略)  

 

（略）   

（３）国内でのセミナー、展示

会の開催 

（略）   

 

 

（４） （略） （略） 

 

 

 

 

    

（略） （略） 

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

木材製品輸出拡大実行戦略推進事業 

企業連携型木材製品輸出促進 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

企業連携型木材製品輸出促

進に係る経費 

  

 

 

 

（１）企業連携によるモデル・

実証的な木材製品輸出の

取組の募集・選定  

 

○ 事業者の選定方法・公募・

審査・選定・通知等 

  

（２）選定したモデル・実証的

な取組への支援 

○ 具体的な実施内容   

 

 

（３）成果報告会の開催、成果

の公表及び報告書の作成 

○ 成果報告会開催場所、案

内先、予定する内容 

○ その他普及方法 
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○ 報告書作成部数、配布先 

 

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

「クリーンウッド」実施支援事業 

合法性確認の能力強化等 

事業者による合法性確認能力強化、消費者への普及啓発 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

（１）・（２） (略)  

 

（略）   

（３）消費者への普及啓発 

 

（略）  

 

 

（４）（略） （略） 

 

 

 

 

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

「クリーンウッド」実施支援事業 

合法性確認の能力強化 

事業者による合法性確認能力強化、消費者等への普及啓発 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

（１）・（２） (略)  

 

（略）   

（３）消費者等への普及啓発 

 

（略）  

 

 

（４）（略） （略） 

 

 

 

 

  

（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

「クリーンウッド」実施支援事業 

合法性確認の能力強化 

業種・品目別の合法性確認手引き作成 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

（１）業種・品目別の合法性確

認手引きの作成 

○ 実施目的 

○ 手引きの対象品目 

○ 手引きの作成計画や構成 

 

  

（２）事業報告書の作成 ○ 主な内容 

○ 作成部数 

○ 成果の普及方法 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

     ウッド・チェンジ拡大促進支援事業 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

（新設） 
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実施項目 事業内容 実施期間 備考 

（１）優れた国産材製品や木

造建築等の展開を図る取

組 

○ 実施体制   

ア 優れた地域材製品等

の展開 

 

イ 情報発信 

 

○ 具体的方法 

○ 具体的内容 

 

○ 発信媒体 

○ 具体的方法 

○ 主な内容 

 

 

 

 

（２）国産材利用の意義等に

関する情報発信・木育等

学びの機会の充実化を促

す取組 

○ 実施体制 

 

 

 

 

ア 身近な木材利用の普

及・広報を促す取組 

 

イ 木育等学びの機会を

充実させる団体間連携 

 

ウ 木育等学びの機会を

充実させる活動の実践 

① 教育関係者等によ

る木育授業の提供や

教育現場への適用を

促す取組 

② 木育ファシリテー

ターの育成に必要な

専門家による議論の

とりまとめ 

 

エ 木育の効果分析展示

の実施 

○ 具体的方法 

○ 具体的内容 

 

○ 連携予定の団体等 

○ 具体的方法 

 

 

 

○ 活動予定地域 

○ 具体的内容 

 

 

○ 実施回数 

○ 実施時期 

○ 具体的検討内容 

 

 

○ 調査対象 

○ 具体的内容 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

特用林産物の国際競争力強化・生産性向上対策事業 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

（１）特用林産物の需要拡大・生産性向上 

 

 ①（略） 

 

 ②おが粉の生産流通関連情報の収集・分析・提供 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 企画・検討委員会の開催 ○ 委員会の構成   

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：木材需要の創出・輸出力強化対策 

国産特用林産物の国際競争力強化・生産性向上対策事業 

 

１ （略） 

 

２．事業の内容及び計画 

 

（１）国産特用林産物の需要拡大・生産性向上 

 

 ①（略） 

 

 （新設） 
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○ 開催回数及び開催時期 

○ 検討項目 

 

 

 

 

 

 

 

イ おが粉需給関連情報の収

集・分析・提供 

 

○ 具体的な実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 報告書の作成及び成果の

普及 

 

○ 作成部数 

○ 成果の普及方法 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③・④（略） 

 

（２）特用林産物の競争力の強化 

 

 ①特用林産物の輸出促進に向けた情報収集・連携強化 

（略） 

 

 ②知的財産に係る課題解決に向けた実証 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 侵害実態調査、簡易DNA鑑

定技術の開発・実証及び社

会実装等知的財産に係る課

題解決に向けた実証 

 

（略） 

 

  

イ （略） （略） 

 

 

 

 

  

 ②・③（略） 

 

（２）国産特用林産物の競争力の強化 

 

 ①国産特用林産物の輸出促進に向けた情報収集・連携強化 

（略） 

 

 ②知的財産に係る課題解決に向けた実証 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア きのこの簡易DNA鑑定技

術の社会実装等知的財産に

係る課題解決に向けた実証 

 

 

（略） 

 

  

イ （略） （略） 

 

 

 

 

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・林業担い手育成総合対策 

森林・林業担い手育成対策 

「緑の雇用」担い手確保支援事業 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）研修生の募集のための就業ガイダンス等 

   ア 就業ガイダンス 

開催日程 開催場所 相談員数 規模（入場者数） 

   

 

 

  

（新設） 

   イ 周知募集活動 

種別 周知募集内容 

  

 

  

 

（２）就業前のマッチング支援 

種別 実施期間（箇所） 相談者数 

  

 

 

  

 

（３）トライアル雇用研修  
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種別 林業経営体数 研修生数 

トライアル雇用研修  

 

 

   

（４）新規就業者育成対策 

   ア 集合研修 

研修種別 実施期間（箇所） 研修日程 

林業作業士（ＦＷ）

研修 

（１年目） 

 

 

 

林業作業士（ＦＷ）

研修 

（２年目） 

  

林業作業士（ＦＷ）

研修 

（３年目） 

  

  

 

   イ 実地研修 

研修種別 林業経営体数 研修生数 

林業作業士（ＦＷ）

研修 

（１年目） 

 

 

 

林業作業士（ＦＷ）

研修 

（２年目） 

  

林業作業士（ＦＷ）

研修 

（３年目） 

  

  

 

（５）現場技能者キャリアアップ対策 

   ア 現場管理責任者等研修 

研修種別 実施期間（箇所） 研修日程 研修生数 

現場管理責任者 

 （ＦＬ）研修 

  

 

 

統括現場管理責任者 

 （ＦＭ）研修 

   

研修指導者育成研修 

 

   

   

 

   イ 多能工化研修 

研修種別 林業経営体数 研修生数 

造林作業の技術等の

習得 

 

 

 

伐採作業等の技術等

の習得 

  

デジタル技術スキル

アップ研修 

  

  

 

（６）外国人材育成準備 

事業概要 実施時期 

 

 

 

  

 

（７）安全指導等（林業経営体への安全巡回指導） 

種別 指導員数 指導回数 

安全巡回指導  
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特別安全指導 

 

     

（８）事業推進委員会 

   ア 事業推進委員会の構成 

氏名 所属・職名 

 

 

 

 

  

 

   イ 事業推進委員会の開催 

開催回数 審議内容等 

 

 

 

 

  

 

（９）林業経営体等に対する指導及び監督・検査 

種別 実施期間 業務日数 

指導業務  

 

 

監督・検査業務 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・林業担い手育成総合対策 

森林・林業担い手育成対策 

未来の林業を支える林業後継者養成事業 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）森林・林業に関心のある高校生等を対象とする林業への就業促進活動への支援 

   ア 高校生等の林業就業促進活動強化推進 

事業概要 情報収集（箇所・時期） 配布（時期・対象） 

   

 

  

（新設） 

   イ 高校生等の林業就業体験等 

事業概要 実施箇所 実施時期 

   

 

  

 

   ウ 優良高校生表彰 

事業概要 募集内容 

（時期・方法・対象

者） 

審査内容 

（時期・方法） 

表彰 

（時期・点数） 

    

 

  

 

（２）意欲的な取組を行う林業グループの活動等への支援 

   ア 林業グループの林業振興活動 

事業概要 実施箇所 実施時期 

   

 

   

 

   イ 林業グループコンクール 

事業概要 中央（開催時期・対象者・審

査方法・表彰点数） 

ブロック（開催時期・開催

地・対象者・審査方法・表彰

点数） 
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   ウ 全国林業後継者大会 

事業概要 実施箇所 実施時期 

   

 

  

 

（３）森林・林業を支える女性の活躍促進を図るための活動等への支援 

   ア 女性林業者のリーダー育成セミナー 

事業概要 募集内容 

（時期・規模・方法・対象

者） 

実施内容 

（時期・内容） 

   

 

   

 

   イ セミナー参加者による女性の林業就業促進地域活動 

事業概要 実施箇所 実施時期 

   

 

   

 

   ウ 女性の森林資源を活かした起業等の事業コンサルティング 

事業概要 募集内容 

（時期・規模・方法・対象

者） 

実施内容 

（時期・内容） 

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・林業担い手育成総合対策 

森林・林業担い手育成対策 

森林プランナー育成対策 

 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）企画運営委員会の開催等 

構成員（所属及び専門分野） 開催回数 

スケジュール 

内容等 備 考 

    

 

  

（新設） 

（２）森林施業プランナー育成研修等の実施 

   ア 新規課題対応型研修の実施 

開催場所又は方法 開催時期 参加人数 備 考 

    

 

  

 

   イ 提案型集約化施業一般研修の実施 

開催場所又は方法 開催時期 参加人数 備 考 

    

 

  

 

   ウ 法務等重点研修の実施 

開催場所又は方法 開催時期 参加人数 備 考 
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エ 事業体レベルにおける提案型集約化施業の取組の評価（実践体制評価）の実施 

（ア）実践体制評価委員会の開催 

 構成員（所属及び専門分

野） 

開催回数 

スケジュール 

内容等 備 考 

    

 

  

 

（イ）実践体制評価の実施 

 構成員（所属及び専門分

野） 

実施回数 

スケジュール 

内容等 備 考 

    

 

 

 

（３）森林経営プランナー育成研修の実施 

開催場所又は方法 開催時期 参加人数 備 考 

    

 

  

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・林業担い手育成総合対策 

森林・林業担い手育成対策 

技能評価・外国人材受入推進対策 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）技能評価推進対策 

   ア 技能評価試験の実施 

実施地域又は場所 試験日数 受験生数 

   

 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

  

（新設） 

   イ 評価者研修の実施 

実施地域又は場所 実施時期及び日数 研修生数 
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   ウ 技能検定の普及等 

実施地域又は場所 実施内容 参加人数 

   

 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

  

 

（２）外国人材受入推進対策 

   ア 技能実習２号・３号に係る評価試験の作成、実施 

実施地域又は場所 試験日数 受験生数 

   

 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

  

 

   イ 特定技能に係る評価試験の作成、実施 

実施地域又は場所 試験日数 受験生数 

   

 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

  

 

   ウ 現地説明会等の実施 

実施地域又は場所 実施内容 参加人数 

   

 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） （新設） 
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事業名：森林・林業担い手育成総合対策 

林業労働安全強化対策 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

区分 実施内容 

林業労働安全活動促進事業 
 

 

林業労働災害撲滅研修事業 
 

 

 

①林業労働災害撲滅研修事業 
 

 

②労働安全確保マニュアル作成事業 
 

 

林業・木材産業全国作業安全運動促進事業 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：「新しい林業」に向けた林業経営育成対策 

      経営モデル実証事業 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：「新しい林業」に向けた林業経営育成対策 

      経営モデル実証事業 

 

１・２ （略） 

 

（削る。） （別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：カーボンニュートラル実現に向けた国民運動展開対策 

国民参加の植樹等の推進 

国民参加による植樹等の推進対策 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア サポート体制構築事業の

実施 

○ 地域協議会等の公募・選

定 

○ 地域協議会等への指導・

助言 

 

 

 

イ 企業・NPO 等の森林づくり

に係るネットワークの構築 

○ 企業・NPO 等の森林づくり

に係る情報発信 

○ 地域間の連携に向けた情

報共有 

○ シンポジウム等の開催 

  

  

（削る。） （別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：カーボンニュートラル実現に向けた国民運動展開対策 

国民参加の植樹等の推進 
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全国規模の緑化運動の促進 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）全国植樹祭、全国育樹祭、みどりの感謝祭等の全国規模の緑化行事の開催 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

「全国植樹祭」等の事業名を

記載 

○ 開催の時期 

○ 開催の場所 

○ 具体的な内容 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）全国規模の緑化行事を効果的に行うための関連イベント等の実施 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

全国規模の緑化行事の効果的

な実施に資する、民間企業、

NPO、緑の少年団等との連携促

進・活動の活性化に向けた取

組 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

 

 

 

  

（削る。）  （別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：カーボンニュートラル実現に向けた国民運動展開対策 

「木づかい運動」の促進 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア 優れた地域材製品等の展

開を図る取組 

① 優れた地域材製品等の

展開 

② 情報発信 

○ 具体的方法 

○ 具体的内容 

 

○ 発信媒体 

○ 具体的方法 

○ 主な内容 

 

 

 

 

イ 木材利用拡大の機運醸成

を促す取組 

○ 実施体制 

 

 

 

 

① イベント開催 

 

② 各種メディアによる広

報 

③ デジタル技術を活用し

た情報発信 

④ 展示の実施 

○ 具体的方法 

○ 具体的内容 

○ 発信媒体及び具体的方法 

 

○ 具体的内容 

○ 発信方法 

○ 具体的内容 

 

  

ウ 選択的購入を促進する取

組 

○ 実施体制 

○ 情報発信の内容及び手法 

○ 手法の展開方法 

 

  

エ 木の良さや木材利用の意

義等に関するデーターベー

スの作成と発信 

○ 実施体制 

○ データーベース化の取組

内容 
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 ○ 発信方法 

 

オ 様々な場面での木育活動 

① 団体間連携 

○ 実施体制 

○ 連携予定の団体等 

○ 具体的方法 

  

② 木育活動の実践 

 

③ 木育の効果分析 

○ 活動予定地域 

○ 具体的内容 

○ 効果分析内容 

○ 調査の対象及び内容 

 

  

  

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：林業施設整備等利子助成事業 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：林業施設整備等利子助成事業 

 

１・２ （略） 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・山村地域振興対策 

森林・山村多面的機能発揮対策交付金 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）森林・山村多面的機能発揮対策交付金 地域協議会事業実施計画書 

区 分 

交付単価（円

/ha、円/m 又は円

/活動組織）注１ 

対象森林面積

等（ha）注２ 
交付額（円） 

交付対象

組織数 
備考 

活動推進費 112,500 円     

地域環境保全タイプ

のうち里山林保全 

120,00 円/ha     

115,00 円/ha     

110,00 円/ha     

地域環境保全タイプ

のうち侵入竹除去・

竹林整備 

285,00 円/ha     

265,00 円/ha     

245,00 円/ha     

森林資源利用タイプ 120,00 円/ha     

115,00 円/ha     

110,00 円/ha     

森林機能強化タイプ 800 円/ｍ     

関係人口創出・維持

タイプ 

50,000 円/年     

小計      

機材及び資材の整備 

 

交付率 1/2 以内     

交付率 1/3 以内     

（新設） 
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合計      

間伐等（除伐、枝打ち

を含む。）の実施面積 
－  － － － 

当該年度に長期にわ

たり手入れをされて

なかったと考えられ

る里山林を整備した

面積 

－  － － － 

注１：森林機能強化タイプは円/m、関係人口創出・維持タイプは円/活動組織での単価。 

注２：交付最低面積は 0.1ha、また、交付最低延長は 1m 

注３：活動推進費は、初年度のみ交付 

  

（２）森林・山村多面的機能発揮対策交付金（地域協議会運営費） 

   ア 地域協議会開催 

会議開催時期 内容 開催回数 備 考 

月  回 

 

 

 

 

 

 

イ 交付・申請事務 

活動組織数 交付額 備 考 

組織 円  

 

 

ウ 確認事務 

① 書類の確認 

活動組織数 備 考 

組織  

 

 

② 現地確認 

確認の時期 確認内容 
活動組織

数 
備 考 

月  回 

 

 

 

エ 森林の情報提供 

実施内容 備 考 

 

 

 

 

オ 技能・安全研修の実施 

実施内容 実施時期 実施回数等 備 考 

 月  

 

 

 

カ 資機材の購入 

購入する機種 台数 備 考 

   

 

 

 

 

 

キ 活動組織の持続性向上のための取組 

実施内容 備 考 
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ク その他推進事業の実施に必要な事項 

実施内容 実施時期 実施回数等 備 考 

 月  

 

 

  

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・山村地域振興対策 

森林・山村多面的機能発揮対策推進交付金 

 

１．事業の目的 

 

２．事業内容及び計画 

（１）地域協議会への支援及び指導等 

実施内容 実施時期 実施回数等 備 考 

 月  

 

 

  

（新設） 

（２）その他推進事業の実施に必要な事項 

実施内容 実施時期 実施回数等 備 考 

 月  

 

 

 

 

 

 

（３）市町村に対する推進交付金の交付計画（実績） 

交付先 交付額（円） 備考 

   

   

合計   

  

注：２の備考欄に、交付金の交付を完了した年月日を記載すること。 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・山村地域振興対策 

国民参加の植樹等の推進 

国民参加による植樹等の推進対策 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

ア サポート体制構築事業の

実施 

○ 地域協議会等の公募・選

定 

○ 地域協議会等への指導・

助言 

 

 

 

イ 企業・NPO 等の森林づくり

に係るネットワークの構築 

○ 企業・NPO 等の森林づくり

に係る情報発信 

○ 地域間の連携に向けた情

  

（新設） 
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報共有 

○ シンポジウム等の開催 

   

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：森林・山村地域振興対策 

国民参加の植樹等の推進 

全国規模の緑化運動の促進 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

（１）全国植樹祭、全国育樹祭、みどりの感謝祭等の全国規模の緑化行事の開催 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

「全国植樹祭」等の事業名を

記載 

○ 開催の時期 

○ 開催の場所 

○ 具体的な内容 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）全国規模の緑化行事を効果的に行うための関連イベント等の実施 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

全国規模の緑化行事の効果的

な実施に資する、民間企業、

NPO、緑の少年団等との連携促

進・活動の活性化に向けた取

組 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

 

 

 

  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：花粉の少ない森林への転換促進対策 

     効果的な花粉発生源対策の実施に向けた普及及び調査 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

（１）運営委員会 ○ 実施の目的 

○ 構成委員 

○ 具体的な内容 等 

  

（２）花粉発生源対策の普及

に関する広報資材等の作

成 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

  

（３）優良事例の情報収集及

び情報発信 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

  

（４）独自性・先進性のある花

粉発生源対策の取組への

表彰 

○ 実施の目的 

○ 開催時期 

○ 具体的な内容 等 

  

（５）普及イベント等の開催 ○ 実施の目的 

○ 開催時期 

○ 具体的な内容 等 

  

（６）より効果的な広報手法

の検討等 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

 

 

 

（新設） 
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（７）報告書作成 ○ 具体的な内容 等      

 

（別記様式第１号－２－別紙） 

 

事業名：花粉の少ない森林への転換促進対策 

     スギ雄花花芽調査等の推進 

 

１．事業の目的 

 

２．事業の内容及び計画 

 

実施項目 事業内容 実施期間 備考 

（１）花粉飛散量予測のため

のスギ雄花着花状況調査 

○ 実施の目的 

○ 実施個所 

○ 具体的な内容 等 

  

（２）効率的かつ高精度な着

花量推定手法の開発 

○ 実施の目的 

○ 具体的な内容 等 

  

（３）報告書作成 ○ 具体的な内容 等   

  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．経費の配分及び負担区分 

 

（略） 

 

３．経費の配分及び負担区分 

 

（略） 

 

３．経費の配分及び負担区分 

（単位：円） 

区  分 

事業費 

((A)+(B

)+(C)+(

D)) 

交付事

業に要

する

（要し

た）経

費 

((A)+(B

)) 

負担区分 

備 考 

国庫交

付金 

(A) 

交付事

業者負

担 

(B) 

地方公

共団体

負担 

(C) 

その他 

 

(D) 

１．活動組織向け交

付金 

       

２．地域協議会運営

費 

       

３．２のうち資機材

の購入に要する

経費 

       

 交 付 率

1/2 以内 

       

交 付 率

1/2 

       

合計        

注１：森林・山村多面的機能発揮対策交付金についてはこの様式を使用すること。 

注２：１の備考欄に交付金の交付を完了した年月日を記載すること。 

注３：合計は１及び２の合計を記載すること。 

注４：３は交付率 1/2 及び 1/3 の合計額も記載すること。 

注５：備考欄には、事業区分ごとに、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額した金額」、

同税額がない場合には「該当なし」、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。 

（新設） 



- 52 - 

「該当なし」の場合は、以下のうち該当するものにチェックを入れること。 

□ 免税事業者 

□ 簡易課税制度の適用を受ける者 

□ 地方公共団体の一般会計 

□ 地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公益法人等）又は人格の

ない社団・財団であって、当該事業年度における補助金等の特定収入割合が５％超となることが確

実に見込まれるもの 

 

別記様式第３号－２（第 11 関係） 

 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）変更等承認申請書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

  

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記のとおり○○（注１）

したいので、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱第 11 の規定に基づき申請する。 

 

記（注２） 

 

（注１）～（注３）（略） 

（注４）添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL 等を記載

することにより当該資料の添付を省略することができる。 

 

別記様式第３号－２（第 11 関係） 

 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）変更等承認申請書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

  

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記のとおり○○（注１）

したいので、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱第 11 の規定に基づき申請する。 

 

記（注２） 

 

（注１）～（注３）（略） 

（新設） 

 

別記様式第４号－２（第 13 関係） 

 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）遅延届出書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

  

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記の理由により（予定

の期間内に完了しない／遂行が困難となった）ため、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要

綱第 13 の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

 

１・２ （略） 

別記様式第４号－２（第 13 関係） 

 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）遅延届出書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

  

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記の理由により（予定

の期間内に完了しない／遂行が困難となった）ため、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要

綱第 13 の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

 

１・２ （略） 
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（注１）～（注３）（略） 

（注４）添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL 等を記載

することにより当該資料の添付を省略することができる。 

 

 

（注１）～（注３）（略） 

（新設） 

 

別記様式第５号－２（第 14 関係） 

 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）事業遂行状況報告書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

  

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、森林・林業・木材産業グ

リーン成長総合対策補助金等交付等要綱第 14 の規定により、その遂行状況を下記のとおり報告する。 

 

記 

 

（略） 

 

（注）１～３ （略） 

   ４ 添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL 等を記

載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

 

別記様式第５号－２（第 14 関係） 

 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）事業遂行状況報告書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

  

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、森林・林業・木材産業グ

リーン成長総合対策補助金等交付等要綱第 14 の規定により、その遂行状況を下記のとおり報告する。 

 

記 

 

（略） 

 

（注）１～３ （略） 

（新設） 

 

別記様式第６号－２（第 15 関係） 

 

○○年度第○四半期 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）概算払請求書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

官署支出官 林野庁長官 殿 

  

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号で補助金の交付決定の通知のあった事業について、森林・林業・木材産業グリー

ン成長総合対策補助金等交付等要綱第 15 の規定に基づき、概算払の請求をしたいので、下記により金○○○○円を概

算払によって交付されたく請求する。 

また、併せて、○○年○○月○○日現在における遂行状況を下記のとおり報告する。（注２） 

 

記 

 

別記様式第６号－２（第 15 関係） 

 

○○年度第○四半期 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）概算払請求書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

官署支出官 林野庁長官 殿 

  

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号で補助金の交付決定の通知のあった事業について、森林・林業・木材産業グリー

ン成長総合対策補助金等交付等要綱第 15 の規定に基づき、概算払の請求をしたいので、下記により金○○○○円を概

算払によって交付されたく請求する。 

また、併せて、○○年○○月○○日現在における遂行状況を下記のとおり報告する。（注２） 

 

記 
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（略） 

 

（注）１～３ （略） 

   ４ 添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL 等を記

載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

 

（略） 

 

（注）１～３ （略） 

（新設） 

 

別記様式第７号－１（第 16 第１項関係） 

 

○○年度 林業・木材産業循環成長対策 実績報告書 

番  号  

年 月 日  

 

 農林水産大臣 殿 

 （沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長） 

 

都道府県知事 氏  名   

 

 ○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容に従

い実施したので、交付等要綱第 16 第１項の規定により、その実績を報告する。 

 また、併せて精算額として交付金○○○円の交付を請求する。 

 

記 

 

１･２ （略） 

 

（注）１ （略） 

２ 事業実施主体に消費税法第 60 条第４項に該当する地方公共団体又は人格のない社団等以外が含まれる場

合には、別紙「○○年度林業・木材産業循環成長対策に係る消費税仕入控除税額集計表」を添付すること。 

別記様式第７号－１（第 16 第１項関係） 

 

○○年度 林業・木材産業循環成長対策 実績報告書 

番  号  

年 月 日  

 

 農林水産大臣 殿 

 （沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長） 

 

都道府県知事 氏  名   

 

 ○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容に従

い実施したので、交付等要綱第 16 第１項の規定により、その実績を報告する。 

 また、併せて精算額として交付金○○○円の交付を請求する。 

 

記 

 

１･２ （略） 

 

（注）１ （略） 

２ 事業実施主体に消費税法第 60 条第４項に該当する地方公共団体又は人格のない社団等以外が含まれる場

合には、別紙「○○年度森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等に係る消費税仕入控除税額集計

表」を添付すること。 

 

別記様式第７号－２（第 16 第１項関係） 

 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）実績報告書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

 

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容に従

い実施したので、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱第 16 第１項の規定により、その実

績を報告する。 

（また、併せて精算額として補助金○，○○○，○○○円の交付を請求する。） 

 

記 

 

１～６ （略） 

別記様式第７号－２（第 16 第１項関係） 

 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）実績報告書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

 

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号をもって補助金の交付決定通知のあった事業について、交付決定通知の内容に従

い実施したので、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱第 16 第１項の規定により、その実

績を報告する。 

（また、併せて精算額として補助金○，○○○，○○○円の交付を請求する。） 

 

記 

 

１～６ （略） 
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注１～注４（略） 

注５：添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL 等を記載す

ることにより当該資料の添付を省略することができる。 

 

１・２（略） 

 

３．経費の配分及び負担区分 

（略） 

注１：備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合は「該当

なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること 

注２：森林・山村多面的機能発揮対策交付金については、別記様式第１号－２－別紙において示す「３．経費の配分

及び負担区分」の様式を使用すること 

 

４（略） 

 

 

注１～注４（略） 

（新設） 

 

 

１・２（略） 

 

３．経費の配分及び負担区分 

（略） 

（注）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合は「該当

なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること 

（新設） 

 

 

４（略） 

 

別記様式第８号－１（第 16 第３項関係） 

  

○○年度 林業・木材産業循環成長対策 消費税仕入控除税額報告書 

  

番  号  

年 月 日  

  

 農林水産大臣 殿 

 （沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長） 

  

都道府県知事 氏  名   

  

 ○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付決定通知のあった事業について、森林・林業・木材産業グリーン成長

総合対策補助金等交付等要綱第 16 第３項の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

 

 

記 

  

１～４ （略） 

  

（注）１ 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。（交付金事業に要した経費に係る消費税及び地方消費

税相当額の全額について、交付金相当額を交付金の額から減額する場合は、（１）及び（４）の資料を除き添

付不要。） 

なお、交付事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分を添付すること。 

（１）別紙「○○年度林業・木材産業循環成長対策に係る消費税仕入控除税額集計表」 

 

（２）～（５） （略） 

２ （略）  

  

５・６ （略）  

                                   

（注）１ 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

     なお、交付事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分添付すること。 

   ・別紙「○○年度林業・木材産業循環成長対策に係る消費税仕入控除税額集計表」 

   ・免税業者の場合は、交付事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所得税）確定申告書の写

別記様式第８号－１（第 16 第３項関係） 

  

○○年度 林業・木材産業循環成長対策 消費税仕入控除税額報告書 

  

番  号  

年 月 日  

  

 農林水産大臣 殿 

 （沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長） 

  

都道府県知事 氏  名   

  

 ○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付決定通知のあった森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金

等（○○○○○○○○事業）について、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱第 16 第３項

の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

  

１～４ （略） 

 

（注）１ 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。（交付金事業に要した経費に係る消費税及び地方消費

税相当額の全額について、交付金相当額を交付金の額から減額する場合は、（１）及び（４）の資料を除き添

付不要。） 

なお、交付事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分を添付すること。 

（１）別紙「○○年度森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等（林業・木材産業生産基盤強化対

策・再造林低コスト化促進対策※）に係る消費税仕入控除税額集計表」 

（２）～（５） （略） 

２ （略）  

 

５・６ （略）  

                                     

（注）１ 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

     なお、交付事業者が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分添付すること。 

   ・別紙「○○年度森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等（林業・木材産業生産基盤強化対策・再

造林低コスト化促進対策※）に係る消費税仕入控除税額集計表」 
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   附 則 

１ この通知は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱（平成30年３月30日付け29林政政第893号農林水産事務次官依

命通知）に基づいて実施している事業については、なお従前の例による。 

３ 次に掲げる要綱は、廃止する。 

（１）花粉発生源対策推進事業費補助金交付等要綱（平成21年３月31日付け20林整研第1134号農林水産事務次官依命通知） 

（２）森林・山村多面的機能発揮対策交付金交付等要綱（平成25年５月16日付け25林整森第60号農林水産事務次官依命通知） 

（３）森林・林業担い手育成総合対策補助金交付等要綱（令和５年３月30日付け４林政経第870号農林水産事務次官依命通知） 

（４）林業デジタル・イノベーション総合対策補助金交付等要綱（令和５年３月30日付け４林整研第452号農林水産事務次官依命通知） 

し（税務署受付済のもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料 

   ・新たに設立された法人であって、かつ、免税事業者の場合は、設立日、事業年度、事業開始日、事業開始日に

おける資本金又は出資金の金額が証明できる書類等、免税事業者であることを確認できる資料 

   ・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、交付事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の

写し（税務署受付済のもの） 

   ・交付事業者が消費税法第 60 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認で

きる資料 

 

 

２ （略） 

   ・免税業者の場合は、交付事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所得税）確定申告書の写

し（税務署受付済のもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料 

   ・新たに設立された法人であって、かつ、免税事業者の場合は、設立日、事業年度、事業開始日、事業開始日に

おける資本金又は出資金の金額が証明できる書類等、免税事業者であることを確認できる資料 

   ・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、交付事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の

写し（税務署受付済のもの） 

   ・交付事業者が消費税法第 60 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認で

きる資料 

 

２ （略） 

 

別記様式第８号－２（第 16 第３項関係） 

 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）消費税仕入控除税額報告書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

 

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付決定通知のあった森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助

金等（○○○○○○○○事業）について、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱第 16 第３

項の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１～６ （略） 

 

注１～注４（略） 

注５：添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL 等を記載す

ることにより当該資料の添付を省略することができる。 

 

別記様式第８号－２（第 16 第３項関係） 

 

○○年度 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等 

（○○○○○○○○事業）消費税仕入控除税額報告書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 農林水産大臣 殿 

 

                                              所 在 地 

                                             団 体 名 

                                               代表者氏名        

 

○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付決定通知のあった森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助

金等（○○○○○○○○事業）について、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱第 16 第３

項の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１～６ （略） 

 

注１～注４（略） 

（新設） 
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４ 前項の規定による廃止前の要綱に基づいて実施している事業については、なお従前の例による。 


